
 
第第７７節節  国国際際的的なな動動向向等等にに対対応応ししたた⾷⾷品品のの安安全全確確保保とと消消費費者者のの信信頼頼

のの確確保保  
 
 
⾷品の安全性を向上させるためには、⾷品を通じて⼈の健康に悪影響を及ぼす可能性の

ある有害化学物質・微⽣物について、科学的根拠に基づいたリスク管理等に取り組むとと
もに、農畜⽔産物・⾷品に関する適正な情報提供を通じて消費者の⾷品に対する信頼確保
を図ることが重要です。本節では、国際的な動向等に対応した⾷品の安全確保と消費者の
信頼の確保のための取組を紹介します。 

 
((11))  科科学学のの進進展展等等をを踏踏ままええたた⾷⾷品品のの安安全全確確保保のの取取組組のの強強化化  
((⾷⾷品品のの安安全全性性のの向向上上ののたためめ、、科科学学的的根根拠拠にに基基づづいいたたリリススクク管管理理がが重重要要))  

⾷品の安全を確保するため、「後始末より未然防⽌」の考え⽅を基本に、科学的根拠に基
づき、⽣産から消費に⾄るまでの必要な段階で有害化学物質・微⽣物の汚染の防⽌や低減
を図る措置の策定・普及に取り組むことが重要です。 

農林⽔産省は、⾷品安全に関するデータや消費者・⾷品関連事業者等関係者の意⾒、国
際的な動向を考慮し、有害化学物質・微⽣物の中から優先的にリスク管理を⾏うものを優
先リストとして選定し、5 年ごとに改訂しています。この優先リストに基づき、5 年間に
実施すべき農畜⽔産物・⾷品中の含有実態等の調査の計画(サーベイランス・モニタリング
中期計画)及び毎年度の計画(サーベイランス・モニタリング年次計画)を策定し、計画的に
調査を実施しています。これらの調査の結果、対応が必要な農畜⽔産物・⾷品については、
⽣産者や⾷品事業者と連携し、⾷品の安
全性を向上させるための措置の策定や現
場への普及に重点的に取り組んでいます。 

令和 2(2020)年度は、「農林⽔産省が優
先的にリスク管理を⾏うべき有害化学物
質のリスト」について、最新の知⾒に基
づいて改訂を⾏いました。また、作成し
たリストに基づき、令和 3(2021)年度か
ら令和 7(2025)年度におけるサーベイラ
ンス・モニタリング中期計画を新たに作
成しました。 

また、令和 2(2020)年度のサーベイラ
ンス・モニタリング年次計画に基づき、
鉛、メチル⽔銀、アフラトキシン類1、ト
リコテセン類2、⻨⾓

ばっかく
アルカロイド類3、

 
1 アスペルギルス属の⼀部が産⽣するかび毒の総称で、ヒトの肝臓に強い発がん性を持つ。主に⼦実とうもろこし、落花⽣、ナッツ

類、乾燥果実、⾹⾟料類の汚染が知られている。 
2 主に⾚かび病菌の⼀部が産⽣するトリコテセン⾻格という構造を持つかび毒の総称で、下痢、嘔吐、腹痛等の急性毒性のほか、体

重抑制、免疫低下等の慢性毒性を持つ。主に⻨類や⼦実とうもろこしの汚染が知られている。 
3 主に⻨⾓菌が産⽣するかび毒の総称。⻨⾓菌は主にイネ科植物に感染し、穀粒に「⻨⾓」と呼ばれる⿊い⾓状の固まりを形成する。

⻨⾓中には⻨⾓アルカロイド類が含まれており、⻨⾓が穀粒に混⼊することで⾷品が汚染される。 

図表 1-7-1 ⾷品中の有害化学物質の低減措置
の例 

資料：農林⽔産省作成 

油脂を含む⾷品の安全性向上のため、⾷品事業者団体と連携
し、有害化学物質※を低減するための考え⽅や対策例を整理
した事業者向け⼿引を公表（令和2(2020)年10⽉）
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サルモネラ1、ノロウイルス2等について、農畜⽔産物や⾷品中の含有実態調査を⾏いまし
た。 

さらに、⾷品の安全性を向上させるための措置として、野菜類の⽣産段階における衛⽣
上の注意点をまとめた「栽培から出荷までの野菜の衛⽣管理指針」の改訂試⾏版(試⾏第２
版)を公表し、⽣産現場からの意⾒を収集するとともに、現場での取組を推進しました。 

このほか、⾷品中の 3-MCPD 脂肪酸エステル類やグリシドール脂肪酸エステル類につ
いて、国内関係団体と連携し、⾷品製造事業者が⾃主的に⾏う低減の取組を⽀援するため、
低減のための考え⽅や対策例を整理した⼿引を作成しました(図図表表 11--77--11)。 

なお、⾷品安全に関する国際基準や規
範の策定に貢献するため、これらの取組
により得た科学的知⾒やデータをコーデ
ックス委員会3や関連の国際機関へ提供
しています(図図表表 11--77--22)。 

農林⽔産省は、⾷品安全に関する情報
の発信にも積極的に取り組んでいます。
令和 2(2020)年度は、新型コロナウイル
ス感染症の影響により新しい⽣活様式が
求められる中、家庭で調理や⾷品の保存
を⾏う際、飲⾷店から料理をテイクアウ
トする際の注意点、毒キノコ・⼭菜・ノ
ロウイルス等、季節性の⾼い⾷中毒の防
⽌について、Web サイトに掲載するとと
もに、SNS、動画等を活⽤して注意喚起
を⾏いました。 

 
((輸輸⼊⼊⾷⾷品品等等のの安安全全性性確確保保ののたためめにに検検査査体体制制をを強強化化))  

⾷品等の輸⼊については、厚⽣労働省がその重点的、効率的かつ効果的な監視指導の実
施を推進しています。輸⼊⾷品等の⼀層の安全性を確保することを⽬的として、毎年度、
⾷品衛⽣法に基づき、輸⼊⾷品監視指導計画が定められています。同計画では、輸出国に
おける⽣産等の段階から輸⼊後の国内流通の段階に⾄るまで、監視や検査を⾏うこと等が
定められています。 

厚⽣労働省の検疫所への輸⼊⾷品等の届出件数は、平成元(1989)年の 68.2 万件から⼤き
く増加し、令和元(2019)年には 254.5 万件となっています(図図表表 11--77--33)。 

輸⼊⾷品等の検査件数も近年は増加傾向にあり、令和元(2019)年には 21.7 万件となりま
した。このような中、近年の違反件数は 760〜860 件程度となっています。 

引き続き、輸⼊⾷品監視指導計画に基づき、輸⼊⾷品等の安全性の確保に取り組んでい
きます。 

 
1 ⾷中毒の原因細菌の⼀つ。加熱不⾜の卵・⾁・⿂料理等が主な原因となっている。 
2 ⾷中毒の原因ウイルスの⼀つ。ノロウイルスによる⾷中毒は、⾷中毒事件の中で患者数が最も多く、主な原因⾷品は⾷品製造者・

調理従事者を介してウイルスに汚染された⾷品である。そのほか、⼆枚⾙も原因⾷品の⼀つとなっている。 
3 ⽤語の解説3(1)を参照 

図表 1-7-2 ⾷品安全に関するリスク管理の流
れ 

資料：農林⽔産省作成 
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((動動物物分分野野ににおおけけるる薬薬剤剤耐耐性性対対策策をを推推進進))  
抗菌剤の不適切な使⽤により、抗菌剤が効かない細菌(薬剤耐性菌)が増加し、家畜の治

療を難しくしたり、畜産物等を介して⼈に伝播して健康に影響を及ぼしたりすることがな
いよう、農林⽔産省では、家畜における薬剤耐性菌の全国的な動向調査や抗菌剤の使⽤を
真に必要な場合に限定する「慎重使⽤」等の薬剤耐性対策を進めてきました(図図表表 11--77--44)。
さらに、平成 28(2016)年 4 ⽉に、関係閣僚会議において、省庁横断的に取り組むべき対策
として取りまとめられた「薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン」に基づき、農林⽔産省
では、薬剤耐性菌の動向調査の強化、抗菌剤の飼料添加物としての指定の取消し1等を進め
ました。 

令和 2(2020)年度には、医療分野と連携したシンポジウムの開催や⼤学における講義に
おいて、獣医師、家畜の飼養者、獣医系⼤学⽣等への抗菌剤の慎重使⽤に関する普及啓発
の実施に加え、家畜、養殖⿂及び愛玩動物における薬剤耐性の全国的な動向調査等を⾏い
ました。 

 

 
1 コリスチン、リン酸タイロシン、テトラサイクリン系等9 種類の抗菌剤の飼料添加物としての指定を取消し、使⽤を禁⽌ 

図表 1-7-3 輸⼊届出件数と輸⼊⾷品等検査率等の推移 

資料：厚⽣労働省「輸⼊⾷品監視統計」を基に農林⽔産省作成 
注 : 1) 検査件数は⾏政検査、登録検査機関検査、外国公的機関検査の合計から重複を除いた数値 
  2) 検査率は輸⼊届出件数に対する検査実施数の割合 
  3) 平成元(1989)〜18(2006)年までは年次、平成 19(2007)年以降は年度 

平成元年
(1989)

７
(1995)

12
(2000)

17
(2005)

22
(2010)

27
(2015)

28
(2016)

29
(2017)

30
(2018)

令和元
(2019)

届出件数(万件) 68.2 105.2 155.1 186.4 200.1 225.5 233.9 243.0 248.3 254.5

検査件数(万件) 12.3 14.1 11.2 18.9 24.7 19.6 19.6 20.0 20.7 21.7

検査率(％) 18.1 13.4 7.2 10.2 12.3 8.7 8.4 8.2 8.3 8.5

違反件数(件) 956 948 1,037 935 1,376 858 773 821 780 763
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((22))  ⾷⾷品品表表⽰⽰情情報報のの充充実実やや適適切切なな表表⽰⽰等等をを通通じじたた⾷⾷品品にに対対すするる消消費費者者のの信信
頼頼のの確確保保  

((⽶⽶のの表表⽰⽰にに係係るる⾷⾷品品表表⽰⽰基基準準のの改改正正))  
令和 2(2020)年 7 ⽉に閣議決定した規制改⾰実施計画において、「農産物検査規格の⾒直

し」が対象とされ、農産物検査を要件とする⽞⽶及び精⽶に係る⾷品表⽰制度の⾒直しを
⾏うこととされました。 

これまでは、農産物検査による証明を受けている場合のみ、産地、品種及び産年の表⽰
が可能でしたが、令和 3(2021)年 3 ⽉、産地、品種及び産年の根拠を⽰す資料の保管を要
件とすることにより、農産物検査による証明を受けていない場合であっても、産地、品種
及び産年の表⽰を可能とするよう、消費者庁において⾷品表⽰基準の改正が⾏われました 
(図図表表 11--77--55)。 

また、農産物検査証明によるなど表⽰事項の根拠を確認した⽅法の表⽰を可能とすると
ともに、⽣産者名等、消費者が⾷品を選択する上で適切な情報を、名称、原料⽞⽶や内容
量等を表⽰する⼀括表⽰枠内へ表⽰できるよう改正されました。 

今回の⾷品表⽰基準の改正は、令和 3(2021)年 7 ⽉に施⾏することとしており、それ以
降に販売される⽞⽶や精⽶から新たな表⽰が可能となります。 

 

図表 1-7-4 薬剤耐性の考え⽅ 

資料：農林⽔産省作成 
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